
1　事業の概要

①　成果目標（H25)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

１村１自然エネルギープロジェクト登録件数：50件（H29年度250件に向け、H25年度50件）

Ｈ25
H26

目標

H24末

（実績）
目標 成果 達成状況

公共施設等への再生可能エネルギーを活用した発電

設備等の整備に対して支援  実施箇所数：22箇所

293,877 306,610 353,036

(1,591) 17,356

5,396 11,702 1,564

合計 337,233

50 50 達成

351,378

0 800

2,960 2,960 400

50
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担

当

課

部局 環境部

環境エネルギー課

総合５か年

計画

１-１(４)　次世代産業創出プロジェクト

施策の総合的展開

３－１　低炭素で循環型の地域社会づくり

１　地球温暖化対策と環境・エネルギー政策の推進 実施期間 H25 ～

課・室

E-mail kankyoene@pref.nagano.lg.jp

県が関与

する理由

目指す姿

現状

県関与の必要性あり

県民との協働による実施： 可能

【左記の説明、根拠法令等】

地球温暖化対策の推進に関する法律、長野県地球温暖化対策条例、長野県地球温暖化防止県

民計画

(8,990) 28,526

15,500

H26

（当初）

「持続可能で低炭素な環境エネルギー地域社会をつくる。」

～経済は成長しつつ、温室効果ガス排出量とエネルギー消費量の削減が進んだ「環境エネルギー地域社会」をつくる。～

県内の温室効果ガス総排出量△6%（対1990年削減率）【平成29年度目標値】

  地球温暖化の防止に向けた、県民運動の推進やエネルギーの効率的利用の推進を図るため、主に普及啓発を行ってきたが、実効性に

課題があり、効果が不十分であった。長野県環境エネルギー戦略「第３次長野県地球温暖化防止県民計画」（平成25年２月策定予定）に

おいては、「エネルギー需要を県民の手でマネジメント」及び「再生可能エネルギーの利用と供給を拡大」に重点を置き、より効果の高い施

策を展開することとしている。

　　2009年度県内温室効果ガス排出量8.7％増（1990年比（森林吸収対策分を除く。））

0自然エネルギー地域発電推進事業

補助

直接

公共施設等再生可能エネルギー導入推進事業

補助

直接

0

0

プロジェクト  

３-２（１～３）　低炭素で循環型の地域社会づくり

H29

（決算） （当初）

地域主導型自然エネルギー創出支援事業 補助

地域主導型の自然エネルギー事業の創出を支援

　実施箇所数：11箇所

35,000 30,106 25,000

（単位：千円）　

項目 実施方法 H25事業実績

H25

0

40,590 337,233 462,420

12,308

民間施設活用型太陽光発電普及事業 委託 実施期間　H25～H26　商工労働部再配当による（５款）

26年度

0 86,096

当初予算 165,830

補正予算 33,369 1,164,375 -53,907

事業内容

１村１自然エネルギープロジェクトを推進するため、

データベースや人材バンクを構築

グリーンニューディール基金積立金 直接 グリーンニューディール基金に係る利息等の積立

自然エネルギー地域基金積立金 直接

実施期間　H25～H26　商工労働部再配当による（５款）

自然エネルギー協議会負担金 負担金 0

Aの

財源

1,204,965 369,422

1村1自然エネルギープロ

ジェクト登録件数（累計）

0 33,090 369,422 474,728

0 0 0 0

0 1,000,000 0

0

概　算

人件費

4.00 4.00 5.00 5.00

33,032

204,315 1,071,366 351,378

41,290

22

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

平成25年度２月に策定した「環境エネルギー戦略」に基づき、平成26年度においても地域主導型の自然エネルギー事業の創出を図る。

固定価格買取制度を活用した自然エネルギー発電事業の普及等を図る「自然エネルギー地域発電推進事業」、地域主導の自然エネル

ギー事業について、立ち上げ時点から支援を展開する「地域主導型自然エネルギー創出支援事業」等を実施。また、１村１自然エネル

ギープロジェクトの更なる推進を図る。

目標に対

する成果

の状況

地域主導型の自然エネルギー事業の創出等を図る１村１自然エネルギープロジェクトの推進を図るため、補助事業や小水力発電キャラバ

ン隊の活動等を通じ支援を行った。１村１自然エネルギープロジェクトの登録件数は50件となり目標を達成することができた。

 概算事業費（B（A）+C） 237,347 1,104,398 392,668 516,018

33,032 41,290

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

199,199 171,875 0

25年度25年度25年度25年度

0

20,188

予

算

額

前年度繰越 0

区　　分（単位：千円） 23年度 24年度

462,420

成果目標の達成状況

項目

環境エネルギー戦略推進事業（全国小

水力発電サミット負担金）

負担金

地域エネルギー事業者担い手育成事業 委託

自然エネルギー起業支援事業 委託

合計（A) 199,199

‐

100

474,728


